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1. はじめに 

 地震動強さと建物被害との関係は、1995 年兵庫県南部

地震の建物被害データに基づいて、多くの研究がなされ

てきた。その中でも、地震動強さと建物の被害率とを直

接結び付ける被害率曲線は、揺れによる建物被害数の推

計を行う目的で、多くの地方自治体で用いられている。 

一方、兵庫県南部地震の建物被害データに基づく被害

率曲線と、近年発生した地震建物被害には乖離が見られ、

その適用には限界があるとも指摘されている 1）。現在、

兵庫県南部地震から 18 年が経過しており、その間日本の

強震観測網の整備により、建物に被害をもたらす強い地

震動が多く観測されるとともに、被害調査についても精

力的に行われ、データの蓄積が行われてきた。これらの

データを用いて、近年の地震被害も説明できる被害率曲

線の再構築が必要であるといえる。兵庫県南部地震によ

る被害率曲線との乖離の要因として、木造建物の耐震性

能の地域差、海溝型地震と直下型地震との地震動特性の

違い、度重なる強い揺れの経験等が挙げられる。そこで

本研究では、東北地方太平洋沖地震の建物被害を、兵庫

県南部地震の建物被害と比較するとともに、東北地方太

平洋沖地震における各県の揺れによる建物被害を比較す

ることで、建物の耐震性能の地域差、地震動特性の違い

について検討する。 

2. 地震動強さと建物被害との関係 

東北地方太平洋沖地震の建物被害の概要を把握するた

め、地震動強さと建物被害との関係を分析する。被害デ

ータ概要を表 1 に示す。対象地域は、岩手県、宮城県、

福島県、茨城県、栃木県のうち、全壊被害のある内陸地

域とし、取扱単位は市町村とした。これは、揺れによる

建物被害を検討する上では、津波被害が甚大であった沿

岸部を対象地域に含むことは適切でないと考えたためで

ある。地震動強さは、気象庁に提供された計測震度 2）の

各市町村における平均値とした。全壊率は、(全壊棟数/

調査棟数)とし、全壊棟数は、消防庁より公表されている

被害棟数 3）を用い、調査棟数は記載がなかったため、平

成 20 年住宅土地統計調査 4）に記載されている市町村別

の住宅棟数を代用した。 

2.1 計測震度と全壊率の関係 

図 1 に対象地域における建物全壊率と計測震度の関係

をプロットしたものを示す。福島県、宮城県で 6 弱から

増加傾向が見られるが、他県ではほぼ横ばいである。こ

のことから、同じ地震動強さでも県によって被害が異な

る可能性が考えられる。 

2.2 被害率曲線 

過去の地震被害との相対関係を分析するために、東北

地方太平洋沖地震による被害率曲線の算定を行う。建物

被害率と地震動の関係を、次式で示すように正規分布関

数で表すものとした。 

             P(I) = Φ[(I -λ) /ζ]           (1) 

ここで、P は全壊率、I は計測震度、Φは正規分布関数、

λは I の平均値、ζは I の標準偏差である。表 2 に算定

に用いた市町村数、算定したパラメータ(λ,ζ)、決定係

数 R
2を示し、図 2 に算定した被害率曲線を示す。図 2 よ

り、計測震度 6.0 付近で県により被害率が異なることが

確認される。これは、耐震性能の地域差が可能性の一つ

として考えられ、3 章において詳細に検討する。ただし、

表 2 に示すように、岩手県、茨城県、栃木県の計測震度

と被害率の関連性を示す決定係数が大変小さいことから、

この 3 県における被害率曲線の信頼性は低い。要因とし

ては、データ数が少ないことや、全壊率が小さなデータ

しかないことが考えられ、今後は大字単位など、取扱単

位を小さくした分析が必要である。 

2.3 過去の地震に基づく被害率曲線との比較 

 図 3 に対象地域における構造種別住宅割合を示す。図

3 より、対象地域では全国と比較しても木造住宅の割合

が高く、80％以上を占めることから、木造建物の被害が

支配的であると考え、図 4に本研究で算定した被害率曲
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線と木造の全建築年代に対する既往の被害率曲線との比

較を示す。山口・山崎(2000)
5）は 1995 年兵庫県南部地震

に、翠川ら(2011)
1)は 2003～2008 年に発生した海溝型地

震を含む 7 地震に基づき算定された被害率曲線である。

本研究で算定した被害率曲線は、取扱単位が市町村であ

り、かつ地震動強さとして、計測震度の市町村内の平均

値を用いているため、全壊率がやや過小評価となる傾向

があるが、用いた記録の最大値である計測震度 6.2 まで

は、低い全壊率を維持し続ける翠川ら(2011)
1)の曲線とほ

ぼ一致している。このことから、直下型、海溝型に係ら

ず、全壊率は山口・山崎(2000)
5)の曲線のように震度 5 強

から緩やかに増加するのでなく、6 強から急激に増加す

る可能性があるといえる。 
3. 耐震性能の地域差の検討 

2 章において同じ地震動強さに対して建物全壊率が各

県で異なるという結果が得られた。そこで耐震性能の地

域差を検討するため、各県における建物全壊棟数と半壊

棟数の関係を示し、新耐震基準建物比率や過去の地震経

験回数との関係について分析する。 

3.1 建物全壊棟数と半壊棟数の関係 

被害データの取り扱い単位を大字単位とし、兵庫県南

部地震との比較、東北地方太平洋沖地震における各県の

建物被害の比較を行う。被害データとして、兵庫県南部

地震での自治体調査に基づく罹災調査結果、岩手県、宮

城県、福島県、茨城県、栃木県の市町村より提供された

罹災調査結果を用いた。ここで、強震動による建物被害

を検討するため、津波被害、液状化被害(記載があるもの)

による建物被害は除外している。今回、調査棟数は入手

できなかったため、全壊棟数、半壊棟数の関係を示す半

壊棟数/全壊棟数により分析を行った。ここで、半壊棟数

/全壊棟数は半壊率/全壊率と同値であり、各地点におい

て震度が同じと仮定すると、半壊の被害率曲線と全壊の

被害率曲線の被害の立ち上がりの差を示す。つまり震度

が同じとき、半壊棟数/全壊棟数が大きいほど全壊率は小

さくなると推測できる。なお、データの信頼性向上のた

め、用いるデータは全壊棟数が 5 棟以上の地点のみとし

た。表 3 に分析に用いたデータ概要と半壊棟数/全壊棟数

の平均値を示す。 

図 5 に半壊棟数/全壊棟数を示す。図 2、図 5、表 3 よ

り、被害率曲線算定において決定係数が比較的高い宮城

県と福島県を比較すると、宮城県の方が半壊率/全壊率の

平均値が大きく、同震度における全壊率は小さい。また、

東北地方太平洋沖地震と兵庫県南部地震を比較すると、

東北地方太平洋沖地震の方が半壊率/全壊率の平均値が

大きく、同震度における全壊率は小さい。このことから、

る全壊率が大きい可能性がある。ただし、実際の被害で

は、今後は各地域で震度は異なることから、各地域での

大字単位での震度分布を推定し、震度を説明変数として

加えた上での検討が不可欠である。 

3.2 新耐震基準建物比率に関する分析 

 図 6 に住宅・土地統計調査 4）に基づき算定した 1998

年、2003 年、2008 年の各県の住宅の新耐震建物比率(1981

年以降に建設された棟数/全棟数)を示し、図 7 に各県の

新耐震建物比率を全国の新耐震建物比率で除した値を示

す。宮城県、茨城県、栃木県と、岩手県、福島県で新耐

震建物比率に差が見られる。新耐震基準に基づく建物は、

旧耐震基準に基づく建物と比較して耐震性能が高く、被

害率が小さいことから、新耐震建物比率が大きいほど県

の被害率は小さくなると考えられる。これは、3.1 での宮

城県、茨城県の全壊率が小さいという傾向にも一致して

いる。ただし、宮城県、茨城県と同等の新耐震建物比率

である栃木県の半壊率/全壊率の平均値は新耐震建物比

率の低い福島県を下回っている。このことから、建物の

耐震性能を考える上で新耐震建物比率だけでなく、旧耐

震建物の耐震化状況も考慮する必要があると考えられる。 

3.3 過去の地震経験回数に関する分析 

 過去の地震経験回数についての検討を行い、新耐震化

率との関係を考える。表 4 に示す 2011 年 3 月 11 日から

遡り 10 年間に発生した震度 5 弱以上を観測した 19 地震

を対象とした。図 8 に市町村別の地震経験回数を示す。

表 4、図 8 より、岩手県沖から千葉県沖において中規模

地震が頻発しており、岩手県、宮城県は多くの市町村で

震度 5 弱以上を 1 回は経験し、特に岩手県と宮城県の県

境付近では震度 6 弱以上を経験している。一方で、栃木

県では震度 5 弱以上を経験している市町村はわずかであ

る。栃木県は、新耐震建物比率が同程度である宮城県と

比較して地震経験回数が少なく、半壊率/全壊率も低い。

建物に損傷を与えうる地震を経験することで耐震性の低

い建物は淘汰されたり、建て直しや耐震化の気運が生じ

たりして、結果的に耐震化が進むことが考えられる。し

たがって、新耐震建物比率では表現されない旧耐震建物

の耐震化の状況が２県の被害に差を生じさせる一因とな

った可能性がある。また、兵庫県南部地震以前の兵庫県

において、10年間震度 4以上の地震は観測されておらず、

地震経験はなかったと考えられる。このことが、今回の

地震と兵庫県南部地震の被害率が大きくなる一因である

可能性がある。地震経験回数を人口で重み付けすること

で、県での地震経験の影響を考える。図 9 に市町村別の

人口分布、図 10 に地震経験回数を人口で重み付けした値

を示す。これより人口集中地域での建物に損傷を与えう半壊率/全壊率の平均値が大きいほど、同一震度におけ 
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る地震経験の有無が、新耐震建物比率に与える影響とい

う観点から検討したが、新耐震建物比率の低い岩手県で

は人口が集中する盛岡市でも複数回震度 5 弱以上を経験

しており、その傾向は見られなかった。このことから、

新耐震建物比率には、人口移動、平均所得など他の要因

を検討する必要があると言える。 

4 まとめと今後の課題 

東北地方太平洋沖地震における建物被害を、兵庫県南

部地震の建物被害に基づく既往の被害率曲線と比較した。

また、東北地方太平洋沖地震における建物被害を県ごと

に比較することで、耐震性能の地域差について検討した。 

今後は、東北地方太平洋沖地震での震度分布を推定し、

震度を説明変数として加えた上で各県での被害率を検討

していく。 
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 ○ 平均値 

表 2 各県での算定に用いた地点数 

 

 

表 1 被害データ概要 

 

表 3 分析に用いたデータと 

 

 

図 1 計測震度と全壊率の関係  図 2 県別被害率曲線 

図 4 過去の地震に基づく 

 ○ 平均値 

図 5 半壊棟数/全壊棟

数 

 

図 3 構造別住宅割

合 被害率曲線との比較 算定した平均、標準偏差 

 

 

と推定したパラメータ  
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図 6 住宅の新耐震建物比率の変遷 

 
図 7 各県/全国の住宅の新耐震建物比率の変遷 

 表 4 分析に用いた地震概要 

 

図 8 地震経験回数 

 

図 9 人口分布 

 

図 10 人口で重み付けした地震経験回数 
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